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会館と他機関の
統合問題について
新しい年、2005年が動き出しました。
昨年は、平成13年（2001年）に独立行政法人として出発した国立女性教育会館にとって、その存
立基盤を揺るがす「他機関との統合という問題」に直面した年でした。
政府が強力にすすめる行政改革の中で、平成17年度末までに中期目標期間が終わる相当数の法人
について、期間最終年度よりさらに１年前倒しで組織・業務全般に係る見直し作業に入り、16年中
に統廃合も含めて結論を出すという方向が出されたのは６月でした。
９月末には内閣府に設置された「独立行政法人に関する有識者会議」で見直し案が出され、32の
独立行政法人について組織形態の見直しを行い、そのうち類似業務が多い22法人を統廃合して７法
人にするという提案がなされました。その一つとして国立女性教育会館は国立オリンピック記念青
少年総合センター、国立青年の家、国立少年自然の家と統合するという提案でした。
この統合案は昭和52年（1977年）に会館が設立されて以来、27年間にわたって女性問題の解決・
男女平等推進のための学習の拠点として全国的に、国際的に事業を展開し、その実績が評価されて
きていただけに、しかも現在、男女共同参画をすすめるプロセスにあるだけに、衝撃的なこととし
てとらえられました。
会館の事業に参加した人たち、設立に係わった多くの女性団体やグループの人たちなどから、統
合に反対し、単独存続を求める要望が、関係大臣・機関に寄せられました。外国からも沢山の要望
書が送られました。多くの人たちに支えられてここまできたこと、国立女性教育会館に対する期待
の大きさをあらためて認識する機会になりました。
この見直しは「有識者会議」だけでなく、総務省の「政策評価・独立行政法人評価委員会」、「自
民党・行政改革推進本部」も関わり、幾重ものチェックにもとづいて進められました。
これらの関係会議、委員会などでの検討は文科省の担当部署からヒアリングを行いながら進んで
いきました。しかし10月末の「有識者会議」の報告も統合案でした。
その後も他の関係機関との検討・調整が行われ、12月７日、統廃合等について行政改革担当大臣
から方針が示され、国立女性教育会館は平成18年度から22年度までの次期中期期間も単独で存続す
る方向が固まりました。
その後、全体的にわたって事務・事業の内容見直し案が検討され、12月24日に政府の行政改革推
進本部が、これを了承し、最終的に決定がなされました。
見直し内容の概要は３ページの通りです。
事業面ではすでに各地域に女性関連施設が設置され、それぞれが事業を行っているという実態を
踏まえて、ナショナルセンターとして担うべき重要性の高い事業を重点的に行うという方向性を明
確にして、研修、調査研究、情報、交流の各事業を見直すこととしています。その中ですでに地域
や民間に普及・定着しているものは廃止し、新たに必要な事業は重点的に取り入れていくというこ
とで、研修・調査研究事業についてはアジア太平洋地域、開発途上国等の女性のエンパワーメント
支援に重点化すること、情報事業では女性アーカイブセンター機能の充実等を盛り込んでいます。
運営面では利用者の拡大、外部資金の確保、自己収入の増加などが重点課題です。また柔軟な組
織運営を図るために職員の身分は非公務員型になります。
単独での存続が決まりましたが、これからの課題は山積しています。新たな出発といってもいい
でしょう。
会館は独立行政法人のなかでも最も小規模な法人です。国内外にわたって名実ともにナショナル
センターとして実績をあげていくために、職員一同力を尽くす所存ですが、外部の方と連携して事
業を進めていくことが必要です。
男女共同参画推進という目的を共有する外部の人たち・機関と連携して事業を展開していきたい
と考えています。一層のご協力・ご支援をいただきたいと心から願っております。
国立女性教育会館理事長　　神田　道子
－3－
国立女性教育会館の事務・事業の見直し（概要）
◎ 独立行政法人として真に実施すべき重要性の高い研修に重点化。研修対象や課
題等を厳選し、研修内容を参加型研修に見直す。研修成果の還元・波及効果等に
ついて厳正な評価を実施。
（１）女性教育指導者層の資質・能力の向上を図るための研修
（２）女性教育に関する喫緊の課題に関する研修
（３）国際協力・連携に資する研修
※ 地方の女性関連施設や民間に普及・定着している事業は廃止
事業の見直し ～独立行政法人として実施すべき重要性の高い事業に重点化～
管理運営等の見直し ～管理・運営等の一層の効率化の推進～
１．研修事業の見直し
◎ 民間委託の範囲を施設の維持管理全般に拡大し、包括的に委託。
◎ 施設利用料金の見直し、受入事業における料金体系を見直し。
◎ 科学研究費補助金等の競争的資金や、受託事業を積極的に受入。
◎ 施設利用申込期間の見直し、インターネットによる利用申込などシステムを改善。
６．管理運営等の見直し
◎ 調査研究事業を①女性教育の振興に関する基礎的な調査研究、②学習プログラム
の改善に資する調査研究の２つに大別。その成果が研修、交流、情報等の各機能と
連携が図られ、広く利活用されるような調査研究に重点化。
２．調査研究事業の見直し
◎ 事業の範囲を①国内外の女性教育に関する各種資料等の情報、②女性史料等に
関する情報の２つに大別。地域レベルでは収集が困難な広域的・専門的な女性に
関する資料等の収集・提供、データベース化等に重点化するとともに女性アーカ
イブ機能を充実。
３．情報事業の見直し
◎ 対象者を男女共同参画に関する大学等の研究者や女性関連施設等の行政関係者、
女性団体等指導者に厳選。研究と実践活動を行う者等が一体となったネットワーク
の形成を推進。
４．交流事業の見直し
◎ 利用者のニーズに応じた研修プログラム作成等に関する支援を充実、利用者を拡大。
５．受入事業の見直し
◎ 地方や民間の女性関連施設、大学との円滑な人事交流を進め、より柔軟な組織体
制の運営が可能となるよう非公務員型へ移行。
７．非公務員による事務及び事業の実施
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平成17年度主催事業（参加者を募集する事業）
平成17年度に実施予定の主催事業の実施計画です。発行日現在の計画なので変更する場合もあります。
事業内容等、詳細につきましてはお問い合わせ下さい。
事　業　名
●交流事業
男女共同参画のための女
性学・ジェンダー研究・
交流フォーラム
女性学・ジェンダー研究に関心のある国内外の成人男女
①宿泊（全日程）参加者　　　　　　　　　　 120名
②日帰り参加者　　　　　　　　　　　　　　 480名
対象・募集人員 時　　期　　等
平成17年
8月26日ª～28日∂
2泊3日
女性の学習国際
フォーラム
①女性の教育・学習に関心のある国内外の男女
100名
平成17年
12月10日º～11日∂
1泊2日
備考
事　業　名
●情報事業
女性関連施設等情報
ネットワーク研究協議会
女性教育施設・女性センター等の情報担当者 60名
対象・募集人員 時　　期　　等
備考
平成18年
2月6日∑～7日∏ 1泊2日
事業予告・募集
事　業　名
１．研修事業（日程順）
子育てネットワーク研究
交流協議会
女性関連施設
管理職セミナー
キャリア形成支援推進セ
ミナー
国際女性情報処理研修
女性のエンパワーメント
支援セミナー
女性関連施設相談
担当者実務研修
国立女性教育会館地域セ
ミナー
国別研修＜カンボジア・
ジェンダー統計＞の分析
（JICA委託事業）
A子育てネットワーク・サークルのリーダーやメンバー
②父親クラブ、おやじの会等男性が中心となった子育て
ネットワークのリーダーやメンバー
③社会教育担当者、公民館職員等家庭教育行政担当者
④家庭教育アドバイザーや子育てサポーター
⑤家庭教育、子育て支援行政担当者や関係者
⑥幼児教育、保育担当者や関係者
⑦子育て支援に関係する専門家（ｶｳﾝｾﾗｰ、医師、研究者等）
⑧子育て支援ボランティア・ＮＰＯ関係者
⑨子育てネットワークに関心のある者
公私立女性会館・女性センター、男女共同参画センター
等、女性のエンパワーメントをめざした女性関連施設の
所長、館長等の管理職　　　　　　　　　　　 50名
①教員（幼・小・中・高・大学、特殊教育諸学校を含む）
②各都道府県・指定都市教育委員会・教育センターの指　
導主事・研修主事
③各都道府県・指定都市、女性関連施設・生涯学習施設・
教育センター等の職員
④その他、テーマに関心を持つ者　　　　　　 100名
アジア・太平洋地域の行政担当者・NGOの指導者
（日本を含む） 30名
∏行政担当者
A女性教育・家庭教育行政担当者
B生涯学習に関する行政担当者
C男女共同参画行政担当者
π女性教育・家庭教育に関する行政関係事業の企画・運
営に携っている者
∫女性教育・家庭教育に関する団体・グループやＮＰＯ
等のリーダー
100名
公私立の女性会館・女性センター等の女性関連施設の相
談員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 60名
女性関連施設職員、地域の生涯学習・女性教育・家庭教
育等の団体・グループのリーダー等
カンボジア女性省職員等　　　　　　　　　　　　4名
対象・募集人員 時　　期　　等
年間3回
※国立女性教育会館を含む全国
3か所で実施する。
国立女性教育会館での実施は、
平成17年
5月28日º～29日∂
平成17年
6月15日π～17日ª
2泊3日
会館での
募集はあ
りません
会館での
募集はあ
りません
平成17年
7月27日π～29日ª
2泊3日
平成17年
12月2日ª～11日∂ 10日間
平成17年
11月29日∏～12月2日ª
3泊4日
平成18年
1月25日π～27日ª 2泊3日
1か月間
年間2回
女性の教育推進セミナー
（JICA委託事業）
南西アジア、サブサハラアフリカ、中近東等の開発途上
国で、女性の教育問題に携わっている担当者　　　9名
平成18年2月～3月
備考
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事業の実施報告
平成16年11月30日∏～12月3日ªに、平成16年度「女性のエンパワ
ーメント支援セミナー」を実施しました。
このセミナーは、男女共同参画社会の形成に向け、女性のエンパワー
メント（力をつけること）を支援するため、女性教育・家庭教育に関す
る事業の企画・立案、及び女性教育・家庭教育に関する団体・グルー
プ・ＮＰＯ活動の推進に必要な専門的知識・技術の修得、及びジェンダ
ーに敏感な視点の定着・深化に向けた実践的な研修です。
参加者は111名（女性93名、男性18名）、所属別内訳では行政関係者
81名、団体・グループ・ＮＰＯ等のリーダー30名で実施しました。
プログラムはワークショップ（参加型体験学習）を中心に、参加者が主
体的に研修に参加し、考え、身につけることをねらいとし、また、女性のエンパワーメント支援を行うため、
行政と民間がどのように連携していけばよいのか、その可能性を探る貴重な機会となっています。
プログラムの流れは、①女性のエンパワーメントとは何かを考える、②参加者自身が抱えている課題を共有
し、具体的な解決策について考える、③具体的な事業の企画・運営や学習支援者の役割について理解を深める、
④女性のエンパワーメントを支援するための具体的なプログラムを考える、⑤このセミナーの参加者としての
姿勢について参加者同士が評価を行うという３泊４日の流れで実施しました。
女性のエンパワーメント支援セミナー
国立女性教育会館地域セミナー
青森県男女共同参画センター、クレオ
大阪との連携で、これまで会館が実施し
てきた研修プログラムを地域の実情に応
じたプログラムとして開発し「国立女性
教育会館地域セミナー」を実施しました。
「全国女性関連施設等職員セミナー
in あおもり」11月18日∫・19日ª
「これからの女性関連施設の役割」をテー
マに、男女共同参画社会形成の拠点としての女性関連施設の役割を学習するとともに、ファシリテーターの技
法・学習方法・男性向けプログラムの企画等専門的・実践的な研修を通して資質の向上を図りました。参加者は、
北は北海道から南は長崎県まで全国の女性関連施設職員や男女共同参画に関する団体・グループのリーダー71名。
「全国女性関連施設・相談関連施設等職員のためのセミナー in 大阪」12月11日º
「女性の生涯にわたるこころの健康支援」をテーマに、医療・相談機関・企業等との連携の必要性、ＤＶや
児童虐待への取組等の専門的研修を通し、生涯を通じた女性のこころの健康支援の取組を推進しました。参加
者は、医療関係者・相談員等135人。
事業予告・募集
女性の教育推進セミナー
義務教育の就学率、識字率共にほぼ100%を達成している我々には、世界にまだまだ学校に行けない女子が
たくさんいることに気づくのは難しいものがあります。
平成17年2月13日∂～3月13日∂までの約１か月間、「女性の教育推進セミナー」を開催します。これは、
会館が国際協力機構（JICA）からの委託を受けて、平成13年から毎年行ってきている研修事業で、対象は主
にアジア・アフリカ地域の開発途上国で女子教育に携わる行政官です。
今回の研修では、小中学校の視察や開発途上国の教育現状に詳しい講師陣による講義、女子教育を推進する
ための具体的な計画書づくりなどを通して、男女格差是正のための政策の立案や実施に必要な考え方及び情報
を習得する研修内容となっています。また、会館ボランティアの協力を得て、今年度もホームビジットやお茶、
着付けを体験してもらう予定です。
このセミナーを通して得たことが、日本を含むそれぞれの国の女子教育の変革に貢献できればと、思ってい
ます。
青森での様子 大阪での様子
国の女性政策の現状を講義する
内閣府の塩満参事官
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事業の実施報告
金曜日の夜から土曜日にかけての１泊２日、女性に関連すること
を主題にしながら、地域の資源も活かした多様なテーマで…。会館
はいま、新しいプログラムづくりをめざしています。
平成16年12月17日ª～18日º、「樋口一葉の生き方～一葉に学び、
嵐山の自然に遊ぶ～」を開催、56名の参加がありました。
初日は、夕方６時半から講演「樋口一葉の生き方」。明治期の社会
構造を背景に、一葉の生活と文学の関係を追求する渡邊澄子講師の
熱い語りは、次の「講師を囲む懇談会」まで続き、いつしか10時を
過ぎていました。
翌日は、朝9時から12時半まで「会館周辺の自然を楽しむ」。簡単
な講義の後に会館の庭や隣の菅谷館跡を歩きました。掛川繁講師は
会館ボランティアの経験者。会館周辺の植物への深い理解と愛情が感じられます。青い空を背に見上げる木々、
落ち葉の中のドングリ…、寒い季節なのに、気分はすっかり温かくなっていました。
実験プログラム「樋口一葉の生き方」
熱心に講師の話を聴く参加者
12月13日∑～14日∏の2日間、全国59の女性関連施設等から62
名の参加者を迎えて、「女性関連施設等情報ネットワーク研究協議会」
を開催しました。6回目となる今年度は、「市民活動への情報支援」
をテーマとし、パネル討議「市民活動のリソースセンターとしての
ライブラリーの役割」と3つのワークショップ（①「ミニコミ・グル
ープ誌の収集と効果的な提供」②「所蔵資料を魅力的に市民にアピ
ールする」③「グループ・団体情報の収集と活用」）、2つの分科会
（①「情報事業とNPOとの協働」②「インターネットによる情報支援」）、
WinetCASS実習・レファレンス実習、および全体会からプログラム
を構成しました。さまざまな情報提供・事例発表をもとに、それぞ
れの施設の課題の解決に向けて研究協議を行うとともに、情報交換会や自由交流などの機会を活用して、地域
を越えたネットワークづくりに大きな成果をあげました。
女性関連施設等情報ネットワーク研究協議会
レファレンス実習の様子
12月５日∂に岡山県備前市の市民センターに
おいて「子育てネットワークin岡山」が開催され、
今年度全国５か所を会場とした「平成16年度子
育てネットワーク研究交流協議会」の全日程が
終了しました。
５月のヌエック、10月の福岡県、11月の大分
県、山形県、12月の岡山県の参加者を合わせる
と、のべ1,781名(うち大人1,169名)の参加とな
り、子育てネットワークの意義と役割や今後の
課題を互いに確認しました。
各地域とも、それぞれの特色やこれまでの活
動の歴史を踏まえ、次代を担う健やかな子ども
を育てたいという熱い思いと社会全体で子ども
を育てる機運を高めようとする強い意志が感じ
られ、活気に満ちた協議会となりました。
特に本年度の課題の一つでもあった男性の参加者が、昨年の10.8%を７ポイント上回る17.9%、のべ140人
あり、子育て支援に積極的に関わる男性が増えてきている様に感じました。しかし、一方で、企業等とのネッ
トワークの育成の難しさも感じさせられました。
来年度もこれらの課題を踏まえ、引き続き全国的な研究協議を進めていきますので、是非ご参加ください。
子育てネットワーク研究交流協議会
→学生ボランティア
も大活躍
←多くの男性も参加
－7－
各国の生涯学習
アメリカの大学における非従来型学生(Non-traditional students)
1950年から1990年の間に、アメリカの大学の合計数は、1,800校から3,000校へと急激に
増加し、高等教育機関の総在学生数は７倍に増えています。この増加のほとんどは、授業料
の安い２年制コミュニティ・カレッジ（1953年から1993年の間にその数は２倍以上になっ
た）を含む公立機関におけるものです。また、同期間におけるパートタイムで授業を履修し
ている学生数は、総在学生数の20％から45％を占めるようになり、２倍に増加しています。
このパートタイム学生の増加は、女性により顕著でした。授業料の安い教育機関の増加とパ
ートタイム学生という選択肢は、中等後教育を先延ばしにしてきた「非従来型学生(Non-
traditional students)」と呼ばれる人たち、すなわち、成人、少数民族出身者、障害者など、
過去にあまり高等教育の対象とされていなかった人々に門戸を開くことになりました。現在
アメリカでは高等教育を受けている学生の60％を非従来型学生が占めるまでになっています。
この状況をふまえて、平成13年－16年度にかけて国立女性教育会館でおこなった調査研究
「女性の学習関心と学習行動に関する国際比較調査」ではアメリカの大学を対象として非従来
型学生の状況や必要としている支援について調べました。メンバーであったウィスコンシン
州立大学マジソン校教授のベティー・ヘイズさんは調査結果から、①継続的に教育に参加し
学んでいくという非従来型学生の考えを理解し支援すること、②学生以外の役割・責任と両
立できるフレキシブルな学習課程をデザインすること、③学資援助の種類を増やすこと、④
プログラムや大学間の単位移行支援を増やすことの重要性を指摘しています。
人身取引（トラフィッキング）
人身取引は、「トラフィッキング」ともいわれ，売春における搾取やそのほかの性的搾取、
強制労働や強制奉仕、臓器摘出などを目的として暴力、脅迫、誘拐、詐欺、弱い立場の悪用
などの手段を用いて人を採用・運搬・移送する行為などを指し、現代の奴隷制度ともいわれ
る重大な人権侵害行為です。その被害者の多くは女性や子どもです。
ILO駐日事務所が作成した報告書「日本における性的搾取を目的とした人身取引」は、被害
事例を紹介していますが、タイ、コロンビア、フィリピンなどの女性たちがほとんどはブロ
ーカーに騙されて日本に入国したあと、紹介の名目で法外な借金の支払いを要求され、過酷
な状況で働かされます。パスポートを取り上げられ、言葉も通じず、救済を求める手段もな
く、性的・身体的暴力を受けるという悲惨な状況に置かれています。
国連の女子差別撤廃委員会は、2003年の審議において、日本政府が女性と少女の人身売買
について、包括的な戦略を策定し、加害者に対する適切な処罰を確実にするために、体系的
に監視し、データを収集することを勧告しました。米国政府が発表した「人身売買報告書」
（2004年）も、この問題への日本政府の取り組みが不十分だとして、日本を「監視対象国」
に指定しました。その中で、日本には人身取引のみを扱う法律が整備されておらず、人権や
被害者側の視点にたった、国内法の整備が求められています。
NGOや草の根女性による被害女性への支援が大変重要な役割を果たしてきていますが、多
くの被害女性を確実に救うためには、人も資金も不十分です。この問題解決には、巧妙な国
際ネットワークを形成している組織犯罪ブローカーに対して、日本政府としての取り組みや
一般市民がこの問題に関心を持つことが不可欠です。
日本政府は昨年12月に「人身取引対策行動計画」を閣議決定し、各省庁において、解決に
向けた取組みが進められています。会館においても、売買春防止に関する教育の充実を図る
観点から必要な調査研究や教材開発、研修普及事業を通じたこの問題への取り組みが始めら
れます。
ことばの基礎知識
－8－
●利用案内
談話室がさらに便利になりました！！
夜間、お泊りいただいている利用者の皆様に交流の場、あるいは研修の場としてご活用いただいている
談話室が、さらに便利になりました。宿泊棟（Ｂ、Ｃ棟）にある７つの談話室では、ソファーとテーブル
を、講義やグループ討議などの研修にも使える可動式の机、椅子に模様替えしました。教室型や班型、ロ
の字型など、目的に応じて変更できますので、どうぞご活用ください。
※ 休館日（平成17年4月～7月）
4月1日ª・18日∑ 5月9日∑・16日∑ 6月6日∑・20日∑ 7月4日∑・19日∏
注）A休館日前日の宿泊と当日の朝食はご利用になれます。
B電話・FAX・e-mailによる申し込みの受付や利用相談なども行っています。
C会館ホームページではいつでも施設の空き状況等がご覧になれます。
申込専用電話：0493－62－6723 ファクス：0493－62－6720 ホームページ：http://www.nwec.jp/
●主な利用団体（平成16年11月～17年1月）
11月14日～ 8日
16日
17日
10日～11日
11日～16日
22日～27日
24日
25日
日本スリーデーマーチ
õ全埼玉私立幼稚園連合会
埼玉県太鼓連盟
第11回日本平和博物館会議
第4回全国障害者スポーツ大会
第42回地方自治体女性管理監督者研修会
埼玉県小・中学校人権教育担当者研修会
JICA「男女共同参画推進セミナーⅡ」
11月27日
12月14日～ 5日
17日
19日
１月19日
22日
埼玉県子ども読書活動交流集会2004
õ日本青年奉仕協会
埼玉県西部教育事務所
嵐山町青少年健全育成委員会
嵐山町成人式
õ全埼玉私立幼稚園連合会
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b 平成16年度最後のヌエックニュースです。今年度もご愛読あ
りがとうございました。
b 政府のすすめる行政改革で、他の機関との統合案が出され
た「会館」は単独で存続することが決まりました。事務・事業
の更なる見直しを行い、これまで以上に愛される「会館」にし
たいと考えております。
b 1月17日、所轄の消防署員立会いのもと、実際に火災が発生
したと想定した消防訓練を行いました。非常事態はあってはな
らないことですが、日頃の訓練の大切さを再認識しました。
●展示コーナー
「多様なキャリアを支援する－女性のロールモデル集」
多様なキャリアを目指す女性のチャレンジには、どのような
支援が必要か。現在さまざまな分野で活躍している女性の生き
方を検証しつつ展望するための資料を、一階エントランスホー
ルに展示中ですので、是非ご覧ください。
＊展示資料例
「女性のチャレンジを応援します!：女性のチャレンジ支援事例集2004」
「しなやかにプロフェッショナル：科学者・技術者をめざすあなたへ」
「若き女職人たち」
ヌエックではより充実した業務遂行のための経費に充てる
ため、寄附金を含む外部資金を受け入れております。今後と
も、事業の充実、運営の改善及びサービスの向上に努めてま
いりますので、皆様方の暖かいお篤志を賜りますよう何とぞ
よろしくお願い申し上げます。
◎寄附金に対する問い合わせは総務課へ
一定の金額までの寄附金については、法人及び個
人の場合ともに税法の規定により所得から控除さ
れます。
